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イギリス、ドイツ、フランスの犯罪歴照会制度

イギリス、ドイツ、フランスでは、職種に関わらず被用者（本人）又は使用者が犯罪歴証明書を求めることができる制度が存在。 また3か国とも、こども
の安全確保を目的に、こどもに関わる職種については犯罪歴照会を行うことを義務化している。
以下に各国のこどもと関わる職種についての犯罪歴照会制度の沿革概要を記載する。

イギリス ドイツ フランス

現行制度
（証明書名称も含む）

DBSチェック制度 無犯罪証明書 国家前科簿発行制度/FIJAIS登録情報

制度実施機関
DBS

（Disclosure and Barring Service）
連邦司法省 第4局

司法省 刑事・恩赦局
国家犯罪記録部

制度関係法
1974年更生保護法・1997年警察法
2006年脆弱階層の安全確保法
2012年自由保護法

連邦中央登録簿法
社会法典第８編

刑事訴訟法典
社会活動及び家族法典

少年刑事司法法典

制度沿革概要※

1986 公的機関に採用される者の犯罪歴チェック
制度が確立
公立学校や公立病院等の公的機関に直接採用される被
用者、ボランティアを対象に犯罪歴証明書請を利用する
制度が確立。

2010 拡張無犯罪証明書発行制度の追加
未成年者に関わる職業には、拡大無犯罪証明書が
必要となった。また、拡張無犯罪証明書は犯罪の重さ
に関わらず全ての性犯罪が記載。

1899 前科簿がフランス全国で制度化

2004 性犯罪の加害者データをまとめたFIJAIS登録情
報ファイルの創設及び閲覧制度の確立
司法当局、未成年者との接触を伴う活動、職業に関する承認申
請の審査を行う一部の行政機関のみ閲覧が可能な制度。

1997 2種類の犯罪歴証明書の発行制度を導入
使用者が一定の条件に当てはまる場合に利用できる犯
罪歴証明書と、18歳以下の未成年と定期的にかかわる
一定の職種に採用する際に利用できる拡張無犯罪証明
書の発行制度が規定。拡張無犯罪証明書には、職種の
適格性について警察が記載するべきとする事項も記載す
ることが規定。

1999 内務省が保健・教育分野のこどもと接する
職業への就業禁止者リストを保持すること
が規定

2012 拡張無犯罪証明書取得対象者の拡大
社会法典第8編に「有罪判決を受けた関連人物の活
動からの除外」の項目が新設され、未成年者と関わ
るパートタイム職員やボランティアにも拡張無犯罪証
明書を利用することが義務化。また、地方自治体や、
こどもを対象とした社会福祉サービスに係る非営利
の事業者は、性犯罪等の特定犯罪の有罪判決を受
けた者をこどもの福祉に関する職種へ雇用したり配
置したりしてはならないことが規定。

2016 未成年者と関わる職種について前科簿第2号票
とFIJAIS登録情報の利用が可能となる
行政が直接的又は間接的に管理している未成年者との定期的
な接触を含む専門的又は社会活動を行う者の採用にあたって前
科簿第2号票とFIJAISの登録情報を国家犯罪記録部が提供する
ことが定められる2006 こどもと関わる職種に就こうとする者の背

景調査と就業禁止者管理をする制度が確
立

公立教育機関において職員採用時と毎年に前
科簿第２号票とFIJAIS登録情報にて犯罪歴照会
することが義務付け

2012 DBSチェック制度の確立
こどもと関わる全ての職種やボランティア等も犯罪歴チェックを
行うことを規定。

2018 私立教育機関における採用時と毎年の前科簿
第２号票とFIJAIS登録情報での犯罪歴照会を義
務付け。
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イギリスにおける犯罪歴照会制度

犯罪歴照会制度

イギリスでは、基本的に職種に関わらず使用者が被用者の犯歴照会を求めることができることとなっている。ただし、こどもに関わる職業又は活動
を行う使用者がこどもに対する性的虐待等の犯罪歴がある者を使用することは犯罪と定められているため、こどもに関わる職種の使用者において
被用者の犯歴照会を行うことが義務化されている。 
前歴開示（Disclosure）は、Disclosure and Barring Service（DBS） （前歴開示・前歴者就業制限機構）が行い、DBSは他にも「こどもや脆弱な大人と
接する仕事に就けない者のリスト」の作成（就業禁止決定（Barring））も行っている。
前科情報等のデータは、内務省等の別組織によって管理・保管され、DBSはそのデータベースを利用する形で運用を行っている。

※イギリスにおける「こども」は18歳未満のことを指す
Disclosure and Barring Service
（前歴開示・前歴者就業制限機構）

〇機関の位置付け：
NDPB（Non-departmental Public Body）

※議会に対して直接説明責任を負うが、省には属さない公的機関

〇体制：
・経営部門（Board）:７名
・運営部門（Operating segment）：1258名

↳運営（Chief Executive Office）
↳人事・総務（People & External Relations Unit）
↳財務（Finance and Commercial Unit）
↳IT管理（Information Directorate）
↳就業禁止者リスト管理（Operations Barring Unit）
↳DBSチェック運営（Operations Disclosure Unit）

〇政府組織とDBS

内務省
（Home Office）

DBS組織に関する法律等所管

司法省
（Ministry of Justice）

DBSが発行する証明書の記載内容等を
規定する法律所管

教育省
（Department for Education）

保健省
（Department of Health & Social Care）

教職員の登録審査等の際にDBSチェッ
クを利用すること等のガイダンス文書等
作成

※2021年度の人数

〇内務省管理データ
* PNC (Police National Computer)

警察が記録した特定の被疑者の逮捕詳細、追訴・起訴・有罪判決に関する情
報、警察が発した注意処分等の裁判外刑事処分の情報等が保存されている。

〇地方警察管理データ
* PLX (Police Local Cross Referencing Database/Police Local Exchange)

被疑者等の氏名、生年月日等個人情報と地域警察が独自に有する個人の
機微情報（有罪にならなかった事案に関する情報等）が保存されている。

〇就業禁止者リスト

DBSが照会する主なデータ等

* 協働団体（Keepers of Registers）
DBSに通報する権限を持つ等、こどもの安全確保のためにDBSと協働すること

が法に定められた、教育・社会福祉・医療分野の団体
(例：学校教員の登録・管理団体 等）

* 監督機関（Supervisory Authorities）
DBSに通報する権限を持つ等こどもの安全確保のためにDBSと協働するこ

とが法に定められた機関
(例：教育の質保証機関、非営利団体の登録・管理機関 等）

DBSと協働する団体・機関等

* こどもや脆弱な大人と接する仕事に就けない者のリスト
特定の犯罪により有罪判決を受けた者、特定の犯罪歴チェック時に開示され
た犯罪歴を持つ者、またDBSへの通報を基に組織的な判断の結果決定され
た者が掲載。なお、規制対象活動（後述）を行う団体・人材派遣業者は、児童
に危害を与えるおそれがある者がいる場合にDBSに通報の義務がある。
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イギリスにおける犯罪歴照会制度

就業禁止決定

DBSは、就労希望者が特定の重大な犯罪（深刻な暴力的・性的犯罪等）で有罪判決を受けたことがある場合、こども等に危険を及ぼすと確信できる判
決以外の情報を持っている場合に一定の職業（規制対象活動（後述））に就くことを法的に禁止するため、就業禁止者リストを作成し管理をしている。
DBSが、こども等と関わる仕事に就くことを禁止する決定をした場合、その決定を下された者がそのような仕事に就くことは刑事犯罪となり、また使用
者が事情を知りながら職務に採用することも刑事犯罪となる。

職種や業種ごとに対象が分けられた、４種類の証明書がある。基本的に「基本チェック」を経た証明書発行の申請は職業等に関わらず可能だが、こどもと接する職業等につい
ては、「拡張チェック」「就業禁止者リスト付き拡張チェック」を経た証明書での就労可否の確認が必要となっている。

証明書の種類

基本チェック 標準チェック 拡張チェック 就業禁止者リスト付き拡張チェック

証明書の用途 ・使用者の要請により提出
・公務員の採用可否判断
・雇用継続時あるいは公的資

格の取得時に犯罪歴を確認

・使用者が被用者の採用可否判断
・雇用継続時に犯罪歴を確認

・使用者が被用者の採用可否判断
・雇用継続時に就業禁止リスト掲載者を排除

証明書利用可能業職種 全業種
公的な職種

資格や登録を要する職種
規制対象活動（後述）のうち期間条件等に

合わないものや保育所の経営者、等
規制対象活動（後述）や特定施設で

活動を行う職種

証明書申請者
本人（18歳以上）

使用者（被用者同意あり） 使用者（被用者同意あり） 使用者（被用者同意あり）
使用者（被用者同意あり）

証明書受領者 本人、被用者 被用者 被用者 被用者

証
明
書
掲
載
内
容

PNCデータの内、掲載期間未経過の裁判所
による有罪判決及び警察官による裁判外
刑事処分のうち条件付注意処分

掲載 掲載 掲載 掲載

PNCデータの内、掲載期間に関係なく選別
された特定の裁判所による有罪判決及び
警察官による裁判外刑事処分 （例：こども
への虐待、卑猥な暴行等の有罪判決）

－ 掲載 掲載 掲載

PLXデータの内、警察官がDBS証明書に掲
載するべきと判断した機微情報

－ － 掲載 掲載

就業禁止者リスト情報への掲載の有無 － － － 掲載

就業禁止者リスト掲載の決定方法

• 特定の重大犯罪で有罪とされた又は警告を受けた者は、警察からDBSに対して情報提供がなされ、自動的にリストに掲載。
• 使用者や各種機関等からのDBSへの通報情報に基づき、DBS内で審議を行い、こども等に危害を与える可能性が有ると判断された場合に掲載。（掲載への不服申立て等のプロセスあり）



４

PNCデータ
逮捕、起訴・有罪判決等の情報

DBSチェック

登録機関（チェック申請代行組織）

使用者

就業希望者⑦証明書提出

③就労希望
（チェック承諾書＆身分証明書提出）

④チェック
申請依頼

⑤チェック
申請

⑧採用可否の通知

①前歴者雇用方針を策定
（規制対象活動等に該当する職種募集のため、

DBSを利用すること等を記載して就業募集）

地方警察の情報
（PXLデータ）

Ⅰ. 記録なし
Ⅱ. 本人からの証明書の提出を待ってほしい

※企業、非営利団体、地方公共団体

就業禁止者リスト

地方公共団体等からの
通報情報

警察からの情報提供
（重大犯罪等）

Disclosure and Barring Service（DBS）

②契約

手数料 照会結果

証明書記載情報
誤記訂正申立て

イギリスにおける犯罪歴照会制度

証明書発行フロー概要図
（就業禁止者リスト付き拡張チェックの場合）

※証明書発行までの所要時間は14日間程度が目標とされている。
※DBSチェックでは申請があった時点での情報を提供するため、就労中の被用者に新しい犯罪歴が情報として追加されたとしても、使用者は再度申請をしないと

その情報を受け取れない。

※DBSチェックの申請は、DBSの認可を受けて登録された登録機関を通して行うことができる。

⑥照会結果通知 ⑥証明書郵送
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イギリスにおける犯罪歴照会制度

就業禁止者リスト付拡張チェックの対象となる職業・活動

就業禁止者リスト付拡張チェックは、法に規定されている規制対象活動（活動内容と期間条件に当てはまるもの）に該当する者の他、特定施設で活
動する者、スポーツ分野で活動する者も利用される。
DBSでは特定施設やスポーツ分野等での対象職種等を判断できるよう、規制対象活動についてガイダンスを公表。
（ガイダンスでは、期間条件等に当てはまらない対象職種については、「拡張チェック」を行うことが記載。）

法に規定されている規制対象活動 【根拠法：2012年自由保護法第64条】

活動内容 期間条件

こどもの教育、訓練又は指導、世話又は監督 30日間に3日以上、又は午前2時～午前6時までの夜間に継続してこどもと接する機会がある

こどもに対する助言又は指導 30日間に3日以上、又は午前2時～午前6時までの夜間に継続してこどもと接する機会がある

こども向けウェブサービスの運営 30日間に3日以上

こどものための車の運転 30日間に3日以上

こどもの健康管理又は個人的な世話 1回以上

里親又は他人による28日以上のこどもの自宅での養育の届出 なし

家庭保育専門職、保育士、無資格ボランティア保育者の登録 なし

1974年更生保護法に基づき、 刑の種類によって、証明書の記載から一定期間を経ても削除されない刑と、一定期間を経ると削除される刑がある。
但し、標準チェック・拡張チェック・就業禁止者リスト付き拡張チェック証明書では、「特定の犯罪」としているものは期間にかかわらず証明書に掲載
されることとなっている。

「特定の犯罪」（期間にかかわらず証明書に掲載）

・児童に対する淫らな、猥褻な又は性欲に満ちた行為の実行又は未遂 ・児童殺人

・児童に対して精神的又は身体的な傷害を負わせた犯罪 ・児童の誘拐

・児童に対する虐待又は猥褻な暴行 ・過失致死

・男児との性交又は児童との同意のない性交 ・殺人 、強姦 

・近親者による児童との性交 ・誘拐 、監禁

・児童の誘拐の共同正犯

犯罪歴証明書の記載が削除されるまでの期間

標
準
チ
ェ
ッ
ク
、
拡
張
チ
ェ
ッ
ク
、

就
業
禁
止
者
リ
ス
ト
付
き
拡
張

チ
ェ
ッ
ク
証
明
書

基
本
チ
ェ
ッ
ク
証
明
書

罰金刑 判決日から１年

6月未満の拘禁刑 刑満了日から2年

6月以上2年6月未満の拘禁刑 刑満了日から4年

2年6月以上4年未満の拘禁刑 刑満了日から７年

４年以上の刑 削除なし

「特定の犯罪」 上記期限にかかわらず掲載

証明書に掲載される犯歴の期間
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ドイツにおける犯罪歴照会制度

犯罪歴照会制度
ドイツでは、こどもの福祉（保育等）に関する者の雇用や配置の際は、拡張無犯罪証明書を確認すべきことなどが定められている。特に、公的な青
少年福祉団体、独立した青少年福祉団体は、性犯罪等の特定犯罪の有罪判決を受けた者をこどもの福祉に関する職種へ雇用したり配置したりし
てはならないことが規定されている。（※独立した青年福祉団に属さず、公的な支援を一切受けていない団体がこどもと接する活動をする場合、証明書利用は任意）

また、学校で雇用される教師やアシスタント、教育実習生等の雇用や受け入れについては、州法で拡張無犯罪証明書を確認すべきことが規定され
ており、州によって対象が公立学校のみか私立学校も含まれるかが異なっている。

※ドイツにおける「こども」は18歳未満のことを指す

公的な青少年福祉団体 独立した青少年福祉団体

社会法典が規定する社会福祉サービスの地方自治体における公的な責任機関であり、州が州法で決定する。
主に地方自治体が定められていることが多い。

地域においてこどもを対象とした社会福祉サービスに係る非営利の事業者。
幼児保育や、児童教育、養子縁組、非行少年の自立支援等を行う団体や公法に基づいて設置された教会、
宗教団体、スポーツ団体、スポーツクラブ、スポーツ施設等

〇証明書発行機関：連邦司法庁第4局（連邦司法省の外局）
証明書発行機関と証明書の種類

連邦州と検察庁が管理していた犯罪記録と連邦政府が管理していた犯罪
履歴を統合したことによって開始されたもの。（現在は連邦司法庁が管理）

単純無犯罪証明書 拡張無犯罪証明書 公的利用無犯罪証明書

証明書の用途 使用者の要請により申請・提示 使用者の要請により申請・提示 裁判所の特定職員の職権での確認

証明書利用可能職種 全職種 こどもと接するあらゆる職種 ー

証明書申請者 本人（14歳以上） 本人（14歳以上の被用者） 裁判所職員

証明書受領者 本人 本人 ー

証
明
書
に
掲
載
さ
れ
る
犯
罪
歴

①裁判所により有罪とされた90日未満の
拘禁刑、90日分未満の罰金刑

－
記載

（こどもの保護の観点から規定された有罪とされた刑のみ）
記載

②裁判所により有罪とされた90日以上の
拘禁刑、90日分以上の罰金刑

記載 記載 記載

③公的な青少年社会福祉機関での就労
が禁止される犯罪歴

重大な性犯罪のみ記載
（こどもへの性的虐待等）

全ての性犯罪の有罪判決を記載
（セクハラ行為、こどものポルノ映像製造等も含む）

記載

④事業許可や銃器所持免許の取消等の
処分歴、裁判所による措置入院決定

－ － 記載

⑤社会復帰の促進のために記載しないと
規定されている事項

－
有罪とされた90日以上の拘禁刑、90日分以上の罰金刑
のうち、再犯の恐れがあることから改善保安処分が決
定された有罪判決等は特例で記載

記載

〇証明書発行に利用するデータ：連邦中央登録簿

〇発行される証明書の種類

連邦司法省の外局。連邦司法庁は８局から構成される組織であり、司法庁全体で1300人
程度が従事している。第4局は証明書発行だけではなく利用するデータ管理も行っている。

職種ごとに対象が分けられた、３種類の証明書がある。単純無犯罪証明書の発行の申請は職業等に関わらず可能だが、こどもの福祉（保育等）に関する職種等については、拡張
無犯罪証明書の発行申請を行うこととなっている。



７

ドイツにおける犯罪歴照会制度

証明書発行フロー概要図

連邦司法庁第4局

登録事務所※１

（全国約5100カ所）

本人（14歳以上）

※１： 連邦政府、州政府、地方自治体が提供する各種行政サービスのワンストップ窓口

①証明書発行申請
（事務所に直接書類を持参）

②オンライン照会

①証明書発行申請
（オンライン※２又は書類郵送）

③証明書郵送※３

証明書発行申請は、登録事務所を通じてか、直接申請の2種類の方法

がある。いずれの方法でも証明書は申請者に直接郵送される。

また、拡張無犯罪証明書の取得申請の際は、本人が対象職種への就

業希望であり、使用者が、本人への証明書発行を要求している書面が

必要と法に規定されている。

※２： オンライン申請は連邦政府を提供するアプリをダウンロード済のPC、ICカードリー
ダー、ICチップ付身分証明書がないと申請できない。

※３： いずれの方法でも申請してから1～2週間程度で証明書が郵送される

証明書に掲載される犯歴の期間

有罪判決の種類によって、最低3年最長20年経過で記載されなくなるものがある。
但し、規定年数が経過しても掲載され続ける有罪判決も存在。

使用者

④証明書提示※４

※４： 使用者は証明書の提示を受けるが、証明書のコピーはできず、証明書は返却
しなければならないこととなっている。

犯罪歴証明書の記載が削除されるまでの期間 【起算日：第1審の判決日】

単
純
無
犯
罪
証
明
書

拡
張
無
犯
罪
証
明
書

罰金刑、３か月以下の拘禁刑 / １年以下の執行猶予付き拘禁刑 ３年

その他の有罪判決 ５年

上
記
に
関
係
な
く
削
除
期
間
が

決
め
ら
れ
て
い
る
も
の

未成年に対する重大な性犯罪（※）（単純無犯罪証明書に記載
のもの）による1年を超える拘禁刑、少年刑

１０年
拡張無犯罪証明書に記載される犯罪のうち、1年を超える拘禁刑、
少年刑

児童（14歳未満）に対する性的虐待等による有罪判決、1年を超
える少年刑

２０年

無期懲役、14歳未満に対する性的虐待・性的虐待致死で5年以
上の拘禁又は3年以上の拘禁で再犯、保安監置命令、医療刑務
所収容命令

削除なし

拡張無犯罪証明書に必ず記載される有罪判決の罪名又は構成要件

 ★ 保護，支配，養育，訓練，支援，看護の関係にある18歳未満に対する性的虐待

★ 受刑者，被収容者，施設内の病人又は要援助者に対する性的虐待

★ 官職の地位を利用した性的虐待 / 相談，治療，又は世話を行う関係を利用した性的虐待

 ★ 14歳未満に対する性的虐待，性的虐待のうち犯情の重いもの，性的虐待致死

★ 性的暴行・強姦，これらによる致死，抵抗不能な者に対する性的虐待 

★16歳未満に対する医療又は機会の提供時における性的行為 

 ★18歳未満に対する本人の窮状に乗じた性的虐待, 16歳未満に対する性的虐待

16歳未満に対する養育・監護義務違反 / 看護又は監護を要する18歳未満に対する拷問，虐待，又はネグレクト

売春業者による未成年者への住居提供，売春斡旋 / 違法売春行為 / 売春斡旋 /

18歳未満の住居又は学校等の近隣における売春行為 / 人身売買，売春の強要，労働の強要 / 誘拐 /

18歳未満の略取 、18歳未満の人身売買 / 18歳未満の裸を撮影・制作し第三者に販売する行為 

 18歳未満に対するポルノ文書の提供，頒布，貸出，アクセスを可能にする行為

暴力又は獣姦ポルノの所持，公共への流布，頒布，制作，取得，流通，保管，広告，輸出入 

14歳未満のポルノの公共への流布，頒布，制作，取得，流通，保管，広告，輸出入

14歳以上18歳未満のポルノの公共への流布，頒布，制作，取得，流通，保管，広告，輸出入 

14歳未満又は14歳以上18歳未満をポルノに参加させる，又は組織する行為 / 露出症行為

放送，メディア，遠隔サービスによるポルノ表現の頒布 /子どものような外観のセックス人形の販売，取得，所持 

徒党を組んでの性的暴行・強姦又はセクハラ行為 / セクハラ行為 / 公然わいせつ行為 / 下着等の盗撮 

※拡張無犯罪証明書に必ず記載される有罪判決のうち、単純無犯罪証明書に記載
される犯罪。（以下の表のうち★の有罪判決等）



８

フランスにおける犯罪歴照会制度

犯罪歴照会制度

フランスでは、教育機関等こどもに関わる職種への雇用の際やこどもに関わる職種に従事している者の定期確認の際は、犯罪歴照会（前科簿第2
号票、FIJAIS登録情報確認）を行うことが義務付けられている。
採用希望者や被用者に犯罪歴がある場合は、犯罪歴があるという理由のみで不採用や解雇を行うことはできず、犯罪歴と職種等が不適合であると
判断できる場合に不採用や解雇をすることが可能となる。

※フランスにおける「こども」は18歳未満のことを指す

〇証明書発行機関：
証明書発行機関と証明書の種類

前科簿 ： 裁判所の全決定が記録されているデータ

性的な又は暴力的な犯罪加害者の国家司法ファイル（FIJAIS）
終身刑、5年以上の拘禁が課せられる重罪に該当する性的犯罪又は暴力的犯罪の有罪判決、

未成年者に対する犯罪の有罪判決について、加害者の情報と罪名が登録されたデータ
(Fichier judiciaire national des auteurs d‘infractions sexuelles ou violentes)

〇証明書発行に利用する主なデータ：

〇発行される証明書の種類
職種ごとに対象が分けられた、３種類の証明書がある。こどもの安全確保の目的では、前科簿第2号票とFIJAIS登録情報が利用される。FIJAISは、性的又は暴力的な再犯防止や

加害者の情報登録のために作成された犯罪歴のデータであり、前科簿第2号票に犯罪歴が掲載される期間よりも長い期間登録されるものがあることから、前科簿第2号票を補完す
る形で利用される。

国家犯罪記録部は、241名（2021年の人数）の職員が従事しており、
証明書発行の他、証明書発行に利用するデータも管理をしている。

司法省刑事・恩赦局 国家犯罪記録部

前科簿第1号票 前科簿第2号票 FIJAIS 前科簿第3号票

証明書の用途
司法/刑事当局の業
務上の利用のため

・公的機関の職員採用時のチェック
・選挙に立候補する者のチェック
・文化・教育・社会的活動においてこどもと接する者の採用

時等のチェック

・未成年者との接触を伴う職業，及びこれらの
活動または職業の行使の管理 

・使用者の要請により提示するため
・本人が確認するため

証明書利用
可能職種

－
・公的機関、選挙管理機関
・文化・教育・社会的活動の職種

未成年者と接触する機会のある職種 全職種

証明書申請者 司法/刑事機関
使用者

（公的機関や文化・教育・社会的活動を行う機関・学校・団体）
未成年者と接触する機会のある職種の使用者 本人

証明書受領者 司法/刑事機関 使用者 使用者 本人

証明書に掲載
される犯罪歴

未成年時の犯行を含
む裁判所の全決定
（ただし削除された決
定を除く）

第１号票から以下の情報等を除いたもの

・未成年者に対する決定
・違警罪の宣告及び3万ユーロ未満の罰金
・判決の放棄又は判決の延期を伴う有罪判決
・親権の喪失を宣告する決定
・執行猶予付きの判決で保護観察期間が終了した場合
・国外退去命令の取消し
・刑事和議

・強姦・性的暴行
・未成年者の誘拐、人身売買、売春斡旋
・未成年者に対する性的虐待、性器切断の扇動
・未成年者に対する電子通信による性的侵害
・未成年者に対する故殺・謀殺及びその再犯
・15歳未満の未成年者に対する性的侵害
・15歳未満の未成年者の性器切断又は恒久的な

障害につながる暴力、拷問、野蛮行為
・未成年者が認知できる状況の下での暴力又はポ

ルノ又は人の道徳を著しく損なう性質を有する情
報の作出、転送、伝播及びそれを用いた経済活動

・重罪又は軽罪の有罪判決を受け
執行猶予無しの2年以上の拘禁

・重罪又は軽罪の有罪判決を受けて
執行猶予なしの2年未満の拘禁で裁
判所が記載を命じたもの

・執行中の特定の剥奪又は禁止処分
・未成年者との日常的な接触を伴う職

業的又は自発的な活動を禁止する
社会司法的なフォローアップ措置及
び制裁

・フランス国民に対する外国の裁判所
による執行猶予なしの2年以上の拘禁



フランスにおける犯罪歴照会制度

国家犯罪記録部

※１ ： 未成年者に文化活動、教育活動、社会活動を提供する団体等 （公法、私法上の法人）

前科簿第2号票の申請フローの概要

国・地方の機関

使用者※１

国の出先機関※２

照会申請
（オンライン・郵便等）

照会
（オンライン）

結果
（オンライン）

証明書発行
（結果通知）

（オンライン・紙）

証明書
（オンライン・紙）

※２ ： 経済・雇用・労働・連帯のための地域総局（全国41か所）又は青少年司法保護局の地方出先機関である地域間総局（全国9か所）

性的な又は暴力的な犯罪加害者の国家司法ファイル登録情報
の申請フローの概要

国家犯罪記録部

国の出先機関※３

使用者※１

照会依頼
（オンライン・郵便）

照会 結果

結果通知
（オンライン/書留郵便）

【FIJAIS通知内容】
①FIJAISに該当人物の身元情報

が存在しない
②FIJAISに該当人物かもしれない

身元情報が 1つ以上存在している
③FIJAISに当該人物に間違いない

身元情報が 存在する

未成年者に文化活動、教育活動、社会活動を提供する団体等（使用者）は、国の出先機関に犯罪歴照会依頼をすることで、前科簿第2号票、
FIJAIS登録情報を受領することができる。照会依頼～回答手続きはオンラインで行うことが規定されているが、紙等による手続きも容認されている。

９

※３ ： 使用者の団体等が属する行政分野の国の出先機関

証明書発行フロー概要図

犯罪歴照会
申請依頼

有罪判決の種類で掲載される期間が異なっており、同じ有罪判決でも「前科簿」と「性的な又は暴力的な犯罪加害者の国家司法ファイル」で掲載さ
れる期間が行っている場合もある。

前科簿第2号票 / 前科簿第3号票 性的な又は暴力的な犯罪加害者の国家司法ファイル（FIJAIS)

罰金刑 決定日から3年 重大犯罪（故殺、強姦等） 登録通知※から30年

1年未満の拘禁刑 決定日から5年 罰金等が課される犯罪 登録通知から10年

1年以上の拘禁刑
合計5年を超えない拘禁刑の有罪判決

決定日から10年 その他の犯罪 登録通知から20年

※登録通知 ： 裁判官がFIJAISへの登録を本人に通知した日、又は、裁判所が判決で本人に拘禁刑を科した場合は行政施設から出所した日

証明書等に掲載される犯歴の期間


